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議案第22号 

 

大阪府市ＩＲ事業者選定委員会の共同設置の廃止に関する協議について 

 

大阪府と共同して設置した大阪府市ＩＲ事業者選定委員会の共同設置を廃止する

ため、次の規約案により協議する。 

  大阪府市ＩＲ事業者選定委員会共同設置規約を廃止する規約案 

大阪府市ＩＲ事業者選定委員会共同設置規約は、廃止する。 

   附 則 

 この規約は、令和６年４月１日から施行する。 

  令和６年２月９日提出 

大阪市長  横 山 英 幸 

 

説 明 

 大阪府と共同して設置した大阪府市ＩＲ事業者選定委員会の共同設置を廃止するた

め、地方自治法第252条の７第３項において準用する同法第252条の２の２第３項本文

の規定により、この案を提出する次第である。 
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（参考） 

大阪府市ＩＲ事業者選定委員会共同設置規約 

（設置） 

第１条 大阪府及び大阪市（以下「府市」という。）は、地方自治法（昭和22年法律第

67号）第252条の７第１項の規定により、特定複合観光施設区域整備法（平成30年法

律第80号）に基づく設置運営事業等（同法第５条第２項第３号に規定する設置運営

事業等をいう。）を行おうとする民間事業者（以下「ＩＲ事業者」という。）を選定

するため、地方自治法第138条の４第３項に規定する附属機関を共同して設置する。 

（名称） 

第２条 前条の附属機関は、大阪府市ＩＲ事業者選定委員会（以下「ＩＲ事業者選定

委員会」という。）という。 

（執務場所） 

第３条 ＩＲ事業者選定委員会の執務場所は、大阪市中央区大手前二丁目大阪府庁内

とする。 

（所掌事務） 

第４条 ＩＲ事業者選定委員会の所掌事務は、次のとおりとする。 

⑴ ＩＲ事業者の募集及び選定に関する事項の調査審議に関すること。 

⑵ ＩＲ事業者の選定に当たっての審査に関すること。 

（組織） 

第５条 ＩＲ事業者選定委員会は、委員10人以内で組織する。 

（委員） 

第６条 ＩＲ事業者選定委員会の委員は、大阪府知事（以下「知事」という。）及び大

阪市長（以下「市長」という。）が協議により定める候補者について、知事が選任す

る。 

２ 知事は、ＩＲ事業者選定委員会の委員を解任する場合又はその退任について承認

を与える場合においては、あらかじめ市長と協議しなければならない。 
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（委員の任期） 

第７条 ＩＲ事業者選定委員会の委員の任期は、２年以内とする。 

２ 前項の委員は、再任されることができる。 

（専門委員） 

第８条 ＩＲ事業者選定委員会に、専門の事項を調査審議させるため必要があるとき

は、専門委員若干人を置くことができる。 

２ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査審議が終了したときは、解任されるも

のとする。 

３ 第６条の規定は、専門委員について準用する。 

（委員長及び副委員長） 

第９条 ＩＲ事業者選定委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長は、ＩＲ事業者選定委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

（会議） 

第10条 ＩＲ事業者選定委員会の会議は、委員長が招集し、委員長がその議長となる。 

２ ＩＲ事業者選定委員会の会議は、在任委員の半数以上の出席がなければ、これを

開くことができない。 

３ ＩＲ事業者選定委員会の会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同

数のときは、委員長の決するところによる。 

（部会） 

第11条 ＩＲ事業者選定委員会に、必要に応じて部会を置くことができる。 

２ 部会に属する委員及び専門委員は、委員長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、委員長が指名する委員がこれに当たる。 

４ 部会長は、部会の会務を掌理し、部会における審議の状況及び結果をＩＲ事業者
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選定委員会に報告する。 

（負担金） 

第12条 ＩＲ事業者選定委員会に要する経費は、府市が負担し、当該負担すべき額は、

知事及び市長の協議により定めるものとする。 

２ 大阪市は、前項の規定による負担金を大阪府に交付しなければならない。 

３ 前項に規定する負担金の交付の時期については、知事及び市長が協議して定める。 

（予算） 

第13条 ＩＲ事業者選定委員会に関する予算は、大阪府の一般会計の歳入歳出予算に

計上するものとする。 

（決算報告） 

第14条 知事は、ＩＲ事業者選定委員会に関する決算を大阪府議会の認定に付したと

きは、当該決算を市長に報告しなければならない。 

（委員及び専門委員の身分取扱いに関する条例、規則その他の規程） 

第15条 大阪府は、ＩＲ事業者選定委員会の委員及び専門委員の報酬及び費用弁償の

額並びにその支給方法に関する条例、規則その他の規程を制定し、又は改廃する場

合は、あらかじめ大阪市と協議しなければならない。 

２ 前項に規定する条例、規則その他の規程を、大阪府が制定し、又は改廃したとき

は、市長は、当該条例、規則その他の規程を公表しなければならない。 

（庶務） 

第16条 ＩＲ事業者選定委員会の庶務は、ＩＲ推進局において行う。 

（補則） 

第17条 この規約に定めるもののほか、ＩＲ事業者選定委員会の所掌事務に関し必要

な事項は、知事及び市長が協議して定める。 

附 則 

この規約は、府市の条例の規定によりＩＲ事業者選定委員会が置かれる日から施行

する。 
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地方自治法（抄） 

（協議会の設置） 

第252条の２の２ 省 略 

２ 省 略 

３ 第１項の協議については、関係普通地方公共団体の議会の議決を経なければなら

ない。ただし、普通地方公共団体の事務の管理及び執行について連絡調整を図るた

め普通地方公共団体の協議会を設ける場合は、この限りでない。 

４－６ 省 略 

（機関等の共同設置） 

第252条の７ 普通地方公共団体は、協議により規約を定め、共同して、第138条第１

項若しくは第２項に規定する事務局若しくはその内部組織（次項及び第252条の13

において「議会事務局」という。）、第138条の４第１項に規定する委員会若しくは委

員、同条第３項に規定する附属機関、第156条第１項に規定する行政機関、第158条

第１項に規定する内部組織、委員会若しくは委員の事務局若しくはその内部組織

（次項及び第252条の13において「委員会事務局」という。）、普通地方公共団体の議

会、長、委員会若しくは委員の事務を補助する職員、第174条第１項に規定する専門

委員又は第200条の２第１項に規定する監査専門委員を置くことができる。ただし、

政令で定める委員会については、この限りでない。 

２ 前項の規定による議会事務局、執行機関、附属機関、行政機関、内部組織、委員

会事務局若しくは職員を共同設置する普通地方公共団体の数を増減し、若しくはこ

れらの議会事務局、執行機関、附属機関、行政機関、内部組織、委員会事務局若し

くは職員の共同設置に関する規約を変更し、又はこれらの議会事務局、執行機関、

附属機関、行政機関、内部組織、委員会事務局若しくは職員の共同設置を廃止しよ

うとするときは、関係普通地方公共団体は、同項の例により、協議してこれを行わ

なければならない。 

３ 第252条の２の２第２項及び第３項本文の規定は前２項の場合について、同条第
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４項の規定は第１項の場合について、それぞれ準用する。 


